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第 1 策定の背景 

昨今、消防においては、多様化する災害態様に的確に対応するため警防体制の

充実強化、複雑化する建築物構造や性能規定化等に対応した予防業務の高度化・

専門化、さらに、急速な高齢化に伴う救急出場件数の増大や救急業務の高度化に

対応した救急業務実施体制の充実強化など、各分野において増大するニーズに的

確に対応する必要性が高まっている。 

また、大規模な地震等の自然災害やテロ災害、武力攻撃災害等、新たな事象に

対応するための体制整備が強く求められており、消防を取り巻く環境は大きく変

化している。 

こうした中で、本市の消防は、平成１３年５月の３市合併により、旧浦和市消

防本部、旧大宮市消防本部及び旧与野市消防本部が合併し、さいたま市消防本部

が誕生、平成１５年４月の政令指定都市への移行に伴い、さいたま市消防局とな

り、平成１７年４月の岩槻市の編入合併に伴う旧岩槻市消防本部との合併を経て

現在の体制に至っている。 

しかし、消防力（署所（消防署及びその出張所をいう。）、消防車両及び人員）

については、基本的に合併前におけるそれぞれの消防本部の消防力を引き継いだ

形で運用している。また、消防力の整備については、消防組織法（昭和２２年法

律第２２６号）に基づいて、国から示されている「消防力の整備指針」（平成１

２年消防庁告示第１号。以下「整備指針」という。）に基づき整備を進めてきた。 

一方、現在の社会情勢は、全国的に極めて厳しい財政状況下にあって、財源の

大きな伸びは期待できず、逆に少子・高齢化の進行、価値観の多様化などを背景

として、行政需要は増大を続けており、限られた財源や人材を重点的に配分し、

効率的で効果的な行財政運営を進めることの重要性が一層増してきている。 

このような状況を踏まえ、「安全を確保し、市民生活を支える」ため、今後、

発生しうる多様な消防需要に的確に対応することを目標として、まず本市におけ

る現状の消防力について把握することとし、平成２１年度に「さいたま市消防力

適正配置調査」（以下「適正配置調査」という。）を実施し、消防力の適正配置の

方向性について分析を行った。さらに、本市の消防体制をあらためて総点検した

上で、市域を画一的な視点で算定する整備指針に基づいた消防力整備の考え方を

見直し、効果的・効率的で、かつ、強力な消防体制を確立するため、平成２２年

度には、消防局内に「さいたま市消防力適正配置のあり方検討委員会」を設置し

て、適正配置調査の結果と整備指針を踏まえた「さいたま市消防力整備計画」（以

下「整備計画」という。）を策定することとした。 

また、本市における非常備の消防力である消防団については、平成２３年度に

消防局内に「さいたま市消防団あり方検討委員会」を設置し、消防団の充実強化

を検討することとした。 

第１章 総則
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第２ 計画の基本 

本整備計画は、効果的・効率的で、かつ、強力な消防体制を確立するため、整

備指針及び配置調査の結果を踏まえつつ、社会情勢、市民のニーズ、人口、道路

状況、木造建築物の密集度、災害発生状況、消防活動体制等から分析を行い、本

市の実情に応じた消防力を整備するための基本とする。 

また、第１で記した消防団の充実強化に係る検討結果を踏まえ、「消防団充実

強化計画」を本整備計画に付随する個別計画として、別途策定するものとする。 

第３ 計画の位置付け 

本整備計画は、整備指針及び「さいたま希望
ゆ め

のまちプラン（総合振興計画）」

に込められた多くの市民の思いを具現化するために策定された「新実施計画」の

策定及び推進のポイントを踏まえ、「安全を確保し、市民生活を支える」ために

必要な消防力を計画的に整備するため計画する。 

第４ 計画の期間 

本整備計画の期間は、平成２３年度から平成３２年度までの１０年間とする。 

また、本整備計画は、人口、道路状況、建築物の状況、災害発生状況等のデー

タを分析したうえで策定していることから、おおむね５年ごとに当該データの検

証を行い、必要に応じて修正等を行うこととする。 

なお、社会状況の変化などにより見直しが必要となった場合には、計画期間内

であっても計画を適切に見直すこととする。 

図１

消防力の整備指針 

消 防 組 織 法 

計 画 関 連 図 

地 方 自 治 法 

基 本 計 画 

新 実 施 計 画 

基 本 構 想 

総 合 振 興 計 画 

希望
ゆ め

のまちプラン  

消防団充実強化計画

さ い た ま 市 消 防 力 整 備 計 画 
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第１ 整備基準 

１ 目標 

「一戸建ての専用住宅において発生した火災を火元建築物１棟の独立火災

にとどめ、隣棟への延焼を阻止する。」ことを目標とする。 

２ 基本方針 

署所から消防ポンプ自動車が出場し、現場到着して放水を開始するまでの時

間が６分３０秒（以下「出場から放水開始までの時間」という。）以内に行え

るように配置することを基本方針とする。 

【消防ポンプ自動車の出場から放水開始までのプロセス】 

<消防力の整備指針>  

出 場 ～ 放 水 開 始 
←   6 分 3 0 秒   → 

走行限界時間 

←  4 分 30 秒  → 

放水準備時間 

← 2 分 00 秒 → 

火災発生 → 通報 → 指令 → 出 場   →  現場到着・水利部署  →  放水開始 
※消防力の整備指針の時間経過に合わせたプロセス 

<さいたま市>  
走行限界時間 

←  5 分 30 秒  → 

放水準備時間 

←1 分 30 秒→ 

30
秒

出 動 ～ 放 水 開 始 

←   6 分 3 0 秒   → 

※ 本市における消防ポンプ自動車の出場から放水開始までのプロセスは、走行

時間を５分３０秒、放水準備時間を１分３０秒とすることから、出場から放水

開始までの時間は７分となる。 

このプロセスを整備指針による出場から放水開始までの時間経過のプロセ

スにあてはめると出場及び放水準備に要する時間がそれぞれ３０秒短縮して

いることから、整備指針による放水開始と本市の放水開始は同時となる。 

〔考え方〕 

－３０秒 ＋ ５分３０秒 ＋ １分３０秒 ＝   ６分３０秒 

３ 延焼危険性の指標と区分 

 延焼危険性の指標 

   ア 建ぺい率 

一般に建築物が密集していれば、火災が発生した際、隣棟に延焼する可

能性が高いと考えられる。 

このことから、建築物の密集度を表す指標として、一般的に使用されて

いる建ぺい率を用いることとする。 

出場短縮時間 走行時間 放水準備時間 出場から放水開始までの時間

第２章 署所整備計画
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イ 人口密度 

火災の発生頻度は、一般的に人口規模と正比例の関係にあることから、

人口の多少は、重要な要素である。 

このことから、人口の密集度を表す指標として、一般的に使用されてい

る人口密度を用いることとする。 

ウ 不燃領域率 

建築物が密集していても建築物の構造によっては、隣棟に延焼し難いこ

とが考えられる。 

このことから、地域の燃え難さを表す指標として、一般的に使用されて

いる不燃領域率を用いることとする。 

 地区単位 

延焼危険性の指標となるデータが、町丁目を単位として数値化されている

ことが多いことなどから地区の単位を町丁目とする。 

なお、町丁目単位は、「まちづくり」など地域を考察する際にも有効な単

位となっている。 

 延焼危険性の区分 

本市は、木造建築物の密集した地域や耐火建築物の密集した地域、また建

築物が全く存在しない地域があるなど多様な地域性があることから、市域を

隣棟への延焼危険性から大きく２つ区分して、隣棟への延焼危険性の高い地

区と隣棟への延焼危険性の低い地区に区分する。 

表１〔地区の区分〕 

地   区 要    件 

延焼危険の高い地区 

①木造建築物の概算建ぺい率が９．２パーセント以上 

②不燃領域率７０パーセント未満 

③人口密度が１万人毎平方キロメートル以上 

上記のいずれにも該当する地区 

延焼危険の低い地区 
延焼危険の高い地区以外の地区。ただし、建築物が存在

しない町丁目は除く。 

４ 整備基準 

 隣棟への延焼危険の高い地区 

出場から放水開始までの時間以内に行えるように署所を整備する。 

 隣棟への延焼危険性の低い地区 

おおむね出場から放水開始までの時間以内に行えるように署所を整備す

る。ただし、建築物が存在しない町丁目については除くものとする。 

 ５ 出場から放水開始までの時間を超える地区 

   出場から放水開始までの時間を超える地区は、おおむね西区の市境付近、見

沼区の南部及び岩槻区の市境付近となっているが、いずれも隣棟への延焼危険

性の低い地区である。 
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第２ 整備計画 

前記第２章，第１を踏まえ、当面、整備基準数（目標数）を２６署所とし、現

状の２５署所から新たに見沼区片柳地区に１署所を新設する。また、岩槻消防署

太田出張所（以下「太田出張所」という。）及び岩槻消防署上野出張所（以下「上

野出張所」という。）の２出張所を移転する。  

１ 整備計画 

 新設 

    見沼区片柳地区付近は、隣棟への延焼危険性の低い地区ではあるが、広範

な出場から放水開始までの時間を超える地区であるため、平成３２年度まで

に見沼区片柳地区に署所を新設する。 

 移転 

   ア 太田出張所 

太田出張所は、岩槻消防署と出場から放水開始までの時間内の区域が広

範に重複していることから、当該重複面積を小さくし、出場から放水開始

までの時間内の区域面積を大きくするため（以下「署所の適正配置」とい

う。）、平成３２年度までに岩槻区岩槻地区に移転する。 

   イ 上野出張所 

上野出張所は、太田出張所の移転に併せて署所の適正配置を図るため、

平成３２年度までに岩槻区慈恩寺地区への移転に着手する。 

 老朽化（耐震）に伴う建替え 

 ア 現状 

一般に築３０年程度が経つと大規模改修が、築５０年が経つと建替えが

必要になるといわれていることから、昭和４０年代から昭和５０年代に整

備された署所の老朽化の進展に応じて順次大規模改修や建替えの大きな

波が、今後訪れることが見込まれることから、計画的に建替え等を実施し

ていく必要がある。 

表２〔築３０年以上の署所の概要〕 基準日：平成 23年 4月 1日 

    区分 
署所 

敷地面積
〔㎡〕 

竣工年月日 経過年数 構 造 
建築面積
〔㎡〕 

延べ面積
〔㎡〕 

太 田 出 張 所 830 S38. 8.31 47 年 7 ヶ月 RC 造 2/0 186 375

中 央 消 防 署 1,934 S40. 7.17 45 年 8 ヶ月 RC 造 3/0 647 1,212

下 町 出 張 所 568 S42. 3.15 44 年 1 ヶ月 RC 造 2/0 249 411

南 消 防 署 1,497 S44. 7.31 41 年 8 ヶ月 RC 造 3/0 788 1,133

岩 槻 消 防 署 1,828 S47. 7.31 38 年 8 ヶ月 RC 造 2/0 546 1,082

緑 消 防 署 1,438 S49. 3.27 37 年 0 ヶ月 RC 造 3/0 638 1,399

蓮 沼 出 張 所 791 S52. 3.25 34 年 0 ヶ月 RC 造 2/0 237 470

大久保出張所 1,136 S53. 3.27 33 年 0 ヶ月 RC 造 2/0 313 464

西遊馬出張所 2,033 S54. 5.31 31 年 10 ヶ月 RC 造 2/0 448 654

西浦和出張所 836 S56. 3.31 30 年 0 ヶ月 RC 造 2/0 415 652
※下町出張所及び緑消防署については、既に移転建設工事中及び計画決定されている。 
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   イ 計画 

（ア）太田出張所 

太田出張所は、竣工（昭和３８年）から４７年が経過し、本市で最も

経過年数が長く、老朽化が著しいことから、前記第２章，第２，１， ，

アに記載のとおり署所の適正配置を図ることに併せて、平成３２年度ま

でに岩槻区岩槻地区に移転する。 

（イ）岩槻消防署 

岩槻消防署が竣工した昭和４７年（築３８年）に比べ、災害は、複雑

多様化し、その件数も増加の一途をたどっている。 

こうした状況に対応するため、人員、消防車両、資機材等の増強を図

ってきたが、現在の規模では、消防署としての機能を維持していくこと

が困難な状況であり、老朽化も著しいことから署所の適正配置を勘案し

つつ、平成３２年度までに現在の位置で建替えする。 

   （ウ）中央消防署 

中央消防署が竣工した昭和４０年（築４５年）に比べ、災害は、複雑

多様化し、その件数も増加の一途をたどっている。 

こうした状況に対応するため、人員、消防車両、資機材等の増強を図

ってきたが、現在の規模では、消防署としての機能を維持していくこと

が困難な状況であり、老朽化も著しいことから署所の適正配置を勘案し

つつ、平成３２年度までに現在の位置で建替えに着手する。 

２ 出場から放水開始までの時間を超える地区への対応 

出場から放水開始までの時間を超える地区（新設及び移転先の署所が完成す

るまで該当する地区を含む。）については、隣棟への延焼危険性の低い地区で

はあるが、当該地区の安心・安全な市民生活を確保するため、平成３２年度ま

でに、次の対応を図ることとする。 

 消防活動体制の強化 

ア 出場体制の強化 

建物火災が発生した場合、出場する消防車両台数を増強し、初動体制の

強化を図ることとして、初動から第２出場の部隊を出場させるものとする。 

   イ 警防計画の策定 

地区の実情に合わせた効果的な消火活動を展開できるよう、事前に活動

計画を策定しておくこととする。 

 消火活動初期の対応力強化 

出場から放水開始までの時間を超える地区のうち、西区馬宮地区、岩槻区

川通地区及び岩槻区新和地区の一部については、消防ポンプ自動車が同時に

２台到着できるように消防力の強化を図る。 
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ア 乗り換え運用 

当該地区内で建物火災が発生した場合、西消防署西遊馬出張所及び岩槻

消防署笹久保出張所に配置されている救急隊（救急自動車）は、救急自動

車から消防ポンプ自動車に乗り換えて出場（乗り換え運用）することとし、

既存の消防ポンプ自動車と併せて、消防ポンプ自動車２台の出場体制とす

る。 

   イ 救急隊の増隊 

当該出張所が市域の東西に位置していることから個別に考える必要が

あるとともに、救急隊の乗り換え運用により、実質、救急隊が２隊出場（乗

り換えの救急隊及び救急隊として出場する隊）することから、救急業務実

施体制を維持し、増加する救急需要に対応するため救急隊２隊を増隊する。 

 消防団の強化 

西区馬宮地区については、荒川によって当該地区への走行経路が限定され

ることから、当該地区内に消防ポンプ自動車等を配置し、併せて、車庫（詰

所）を設置する。 
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第１ 消防ポンプ自動車 

 １ 基準 

全ての署所に１台を配置する。ただし、次の要件のいずれかに該当する署所

は２台配置とする。 

 消防署 

 特に延焼危険性の高い地区の直近出張所 

 消防需要の多い出張所 

 ２ 基準数 

   ３９台 

 ３ 充足率 

現 有 数 ３６台 
充 足 率 

９２．３％ 

（－３台） 基 準 数 ３９台 

 ４ 整備計画 

   化学消防車を常時運用することとし、消防ポンプ自動車との兼用とするとと

もに、ポンプ付救助工作車を導入し、消防ポンプ自動車と救助工作車の兼用と

する。 

   このことにより、平成３２年度までに３９台となるよう整備する。 

第２ はしご自動車又は屈折はしご自動車 

１ 基準 

消防署（管轄区域内の出張所を含む。）に１台を配置する。 

 ２ 基準数 

   １０台 

 ３ 充足率 

現 有 数  ９台 
充 足 率 

９０．０％ 

（－１台） 基 準 数 １０台 

 ４ 整備計画 

   平成３２年度までに１０台となるよう整備する。 

第３ 化学消防車 

 １ 基準 

危険物施設等の火災に対応するため危険物施設の分布状況等を勘案して、４

台（現有）を署所に配置する。 

 ２ 基準数 

   ４台 

第３章 消防車両整備計画
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３ 充足率 

現 有 数 ４台 
充 足 率 １００％ 

基 準 数 ４台 

 ４ 整備計画 

   現有台数を維持する。 

第４ 救急自動車 

 １ 基準 

全ての署所に１台以上を配置（中央消防署は２台）することとし、２７台（見

沼区片柳地区の新設署所分を含む。）を基本として、さらに、前記第２章，第

２，２， に記載した対応を図るための２台を含め２９台とする。 

 ２ 基準数 

   ２９台 

 ３ 充足率 

現 有 数 ２６台 
充 足 率 

８９．７％ 

（－３台） 基 準 数 ２９台 

 ４ 整備計画 

  平成３２年度までに２９台となるよう整備する。 

第５ 救助工作車 

１ 基準 

消防署（管轄区域内の出張所を含む。）に１台を配置する。 

 ２ 基準数 

   １０台（兼用車両を含む。） 
※救助工作車Ⅳ型については、２台１組で運用する車両であることから１台として計上す

るものとする。 

 ３ 充足率 

現 有 数  ９台 
充 足 率 

９０．０％ 

（－１台） 基 準 数 １０台 

 ４ 整備計画 

消防ポンプ自動車の基準数を確保するため、ポンプ付救助工作車を導入し、

消防ポンプ自動車と救助工作車の兼用とする。 

このことにより、平成３２年度までに１０台となるよう整備する。 

第６ 指揮車 

１ 基準 

消防局及び消防署に１台を配置する。 

 ２ 基準数 

   １１台 
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 ３ 充足率 

現 有 数 １１台 
充 足 率 １００％ 

基 準 数 １１台 

 ４ 整備計画 

   現有台数を維持する。 

第７ 特殊災害対応車 

１ 基準 

市内全域に対応する車両として、１台を署所に配置する。 

 ２ 基準数 

   １台 

 ３ 充足率 

現 有 数 １台 
充 足 率 １００％ 

基 準 数 １台 

 ４ 整備計画 

   現有台数を維持する。 

第８ 特殊車等 

１ 資機材搬送車 

 基準 

消防署（管轄区域内の出張所を含む。）に１台を配置する。 

 基準数 

    １０台 

 充足率 

現 有 数  ８台 
充 足 率 

８０．０％ 

（－２台） 基 準 数 １０台 

 整備計画 

平成３２年度までに２台を整備し、１０台とする。 

２ 大型水槽車 

 基準 

市内全域に対応する車両として、２台を署所に配置する。 

 基準数 

    ２台 

 充足率 

現 有 数 ０台 
充 足 率 

０％ 

（－２台） 基 準 数 ２台 

 整備計画 

   平成３２年度までに２台を整備する。 
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３ 電源照明車 

 基準 

市内全域に対応する車両として、１台を署所に配置する。 

 基準数 

    １台 

 充足率 

現 有 数 ０台 
充 足 率 

０％ 

（－１台） 基 準 数 １台 

 整備計画 

    平成３２年度までに１台を整備する。 

 ４ 水難救助車 

 基準 

市内全域に対応する車両として、１台を署所に配置する。 

 基準数 

    １台 

 充足率 

現 有 数 １台 
充 足 率 １００％ 

基 準 数 １台 

 整備計画 

    現有台数を維持する。 

５ 特別高度工作車 

 基準 

市内全域に対応する車両として、１台を署所に配置する。 

 基準数 

    １台 

 充足率 

現 有 数 １台 
充 足 率 １００％ 

基 準 数 １台 

 整備計画 

    現有台数を維持する。 

６ 後方支援車 

 基準 

市内全域に対応する車両として、１台を消防局又は署所に配置する。 

 基準数 

    １台 
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 充足率 

現 有 数 １台 
充 足 率 １００％ 

基 準 数 １台 

 整備計画 

    現有台数を維持する。 

７ 指揮支援車 

 基準 

市内全域に対応する車両として、１台を消防局又は署所に配置する。 

 基準数 

    １台 

 充足率 

現 有 数 １台 
充 足 率 １００％ 

基 準 数 １台 

 整備計画 

    現有台数を維持する。 

８ 火災調査車 

 基準 

市内全域に対応する車両として、１台を消防局に配置する。 

 基準数 

    １台 

 充足率 

現 有 数 １台 
充 足 率 １００％ 

基 準 数 １台 

 整備計画 

    現有台数を維持する。 

９ 人員輸送車 

 基準 

市内全域に対応する車両として、１台を消防局又は署所に配置する。 

 基準数 

    １台 

 充足率 

現 有 数 １台 
充 足 率 １００％ 

基 準 数 １台 

 整備計画 

    現有台数を維持する。 
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９ 非常用消防車両 

１ 消防ポンプ自動車 

 基準 

消防署（管轄区域内の出張所を含む。）に１台を配置する。ただし、管轄

区域内に出張所が２以上ある消防署については、２台配置とする。 

 基準数 

    １５台 

 充足率 

現 有 数 １５台 
充 足 率 １００％ 

基 準 数 １５台 

 整備計画 

    現有台数を維持する。 

２ 救急自動車 

 基準 

消防署（管轄区域内の出張所を含む。）に１台を配置する。 

 基準数 

    １０台 

 充足率 

現 有 数  ６台 
充 足 率 

６０．０％ 

（－４台） 基 準 数 １０台 

 整備計画 

   更新車両を非常用として確保することとし、平成３２年度までに１０台を

整備する。 

３ 救助工作車 

 基準 

１台を署所に配置する。 

 基準数 

    １台 

 充足率 

現 有 数 ０台 
充 足 率 

０％ 

（－１台） 基 準 数 １台 

 整備計画 

    更新車両を非常用として確保することとし、平成３２年度までに１台を整

備する。 
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第 10 その他の消防車両 

１ 基準 

４８台を消防局及び署所に配置する。 

 ２ 基準数 

   ４８台 

３ 充足率 

現 有 数 ４９台 
充 足 率 

１０２．１％ 

（＋１台） 基 準 数 ４８台 

 ４ 整備計画 

小型ポンプ積載車（１台）については、消防ポンプ自動車の小型化が図られ

たこと及び搭乗人員が２人であり、積載できる資機材も少ないことから更新し

ないこととし、当該車両以外は現有を維持する。 

表３〔消防車両の現有数と基準数〕 

種    別 現有数 基準数 充足率 

消 防 ポ ン プ 自 動 車 ３６台 ３９台 ９２．３％

は し ご 自 動 車 ９台 １０台 ９０．０％

化 学 消 防 車 ４台 ４台 １００．０％

救 急 自 動 車 ２６台 ２９台 ８９．７％

救 助 工 作 車 ９台 １０台 ９０．０％

指 揮 車 １１台 １１台 １００．０％

特 殊 災 害 対 応 車 １台 １台 １００．０％

特

殊

車

等

資 機 材 搬 送 車 ８台 １０台 ８０．０％

大 型 水 そ う 車 ０台 ２台 ０．０％

電 源 照 明 車 ０台 １台 ０．０％

水 難 救 助 車 １台 １台 １００．０％

特 別 高 度 工 作 車 １台 １台 １００．０％

後 方 支 援 車 １台 １台 １００．０％

指 揮 支 援 車 １台 １台 １００．０％

火 災 調 査 車 １台 １台 １００．０％

人 員 輸 送 車 １台 １台 １００．０％

非
常
用

消防ポンプ自動車 １５台 １５台 １００．０％

救 急 自 動 車 ６台 １０台 ６０．０％

救 助 工 作 車 ０台 １台 ０．０％

そ の 他 の 消 防 車 両 ４９台 ４８台 １０２．１％

合  計 １８０台 １９７台

※基準数は、兼用車両を考慮することなく消防車両の種別ごとに計上した数。 
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第１ 基本的な考え方 

１ 基本 

２４時間３６５日、市民の安心・安全を確保できる体制を維持することを基

本とし、厳しい財政状況や行財政改革の視点も考慮する。 

２ 人員の基準数の考え方 

消防ポンプ自動車等の運用に必要な人員、通信管制業務の運用に必要な人員

（通信員）、火災の予防に必要な人員（予防要員）及び庶務の処理等に必要な

人員（総務要員）を合算して得た数に対して、勤務体制（２交替制）、業務の

執行体制（警防業務と予防業務の比重、毎日勤務者と交替制勤務者の割合等）、

年次休暇の取得日数、教育訓練の日数等を勘案して人員の基準数を決定する。 

〔整備指針による２交替制での消防ポンプ自動車１台（５人搭乗）の計算例〕 

①週４０時間勤務体制を確保するために必要な人員措置 

職員１人当たり年間２６１日の勤務を設定（３６５－１０４） 

②休暇等を取得するために必要な人員措置 

 職員１人当たり年間２０日の休暇等を設定（３６５－１０４－２０） 

以上①，②を考慮すると、人員措置係数：３６５／（３６５－１０４－２０）≒１．５１５ 

５ × ２ × １ × ３６５／（３６５－１０４－２０）≒１５.１５≒１５人 

↑ ↑ ↑ ↑ ↑

第２ 人員の基準数 

１ 消防ポンプ自動車 

 基準 

   ア 消防ポンプ自動車２台配置の署所 

（ア）水槽付消防ポンプ自動車又は化学消防車等 

搭乗人員５人 

（イ）消防ポンプ自動車又は水槽付消防ポンプ自動車 

搭乗人員４人 

イ 消防ポンプ自動車１台配置の出張所 

搭乗人員５人  

 基準数 

    ５５２人 

 充足率 

現 有 数 ４８４人 
充 足 率 

８７．７％ 

（－６８人） 基 準 数 ５５２人 

搭乗人員 ２交替 １台 人員措置係数 必要人員（基準数） 

第４章 人員整備計画
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２ はしご自動車又は屈折はしご自動車 

 基準 

搭乗人員２人 

 基準数 

    ６１人 

 充足率 

現 有 数 ５４人 
充 足 率 

８８．５％ 

（－７人） 基 準 数 ６１人 

３ 化学消防車 

化学消防車については、消防ポンプ自動車と兼用することから、運用に必要

な人員は、消防ポンプ自動車に含まれているため計上しないこととする。 

４ 救急自動車 

 基準 

搭乗人員３人 

 基準数 

    ２６４人 

 充足率 

現 有 数 ２５８人 
充 足 率 

９７．７％ 

（－６人） 基 準 数 ２６４人 

５ 救助工作車 

 基準 

ア 救助工作車 

搭乗人員５人 

   イ 救助工作車の運用に必要な人員以外の救助のための人員（救助隊以外の

救助要員） 

警防部警防課訓練救助係員 

 基準数 

   ア 救助工作車 

１０７人（兼用車両の人員（兼務人員）は除く。） 

イ 救助工作車の運用に必要な人員以外の救助のための人員 

     ３人（平成２３年４月１日時点） 

 充足率 

ア 救助工作車 

現 有 数 １２６人 
充 足 率 

１１７．８％ 

（＋１９人） 基 準 数 １０７人 
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イ 救助工作車の運用に必要な人員以外の救助のための人員 

現 有 数 ３人 
充 足 率 １００．０％ 

基 準 数 ３人 

６ 指揮車 

 基準 

搭乗人員３人 

 基準数 

    ９１人 
※消防局配置の指揮車については、総務要員等を充てるため計上しない。 

 充足率 

現 有 数 ８０人 
充 足 率 

８７．９％ 

（－１１人） 基 準 数 ９１人 

７ 特殊災害対応車

特殊災害対応車の運用については、消防ポンプ自動車等との乗り換えによ

って運用することから、運用に必要な人員は、消防ポンプ自動車等に含まれ

ているため計上しない。

８ 特殊車等

特殊車等の運用については、基本的に消防ポンプ自動車等との乗り換えに

よって運用することから、運用に必要な人員は、消防ポンプ自動車等に含ま

れるているため計上しない。

９ 通信員

 基準 

通信指令管制業務に必要な人員 

 基準数 

３２人（平成２３年４月１日時点） 

 充足率 

現 有 数 ３０人 
充 足 率 

９３．８％ 

（－２人） 基 準 数 ３２人 

10 予防要員 

 基準 

   ア 予防事務に要する人員 

     １４３人（平成２３年４月１日時点） 

   イ 危険物事務に要する人員 

     ９人（平成２３年４月１日時点） 

※予防要員のうち、５２人（２６署所×１人×２交替）については、消防ポンプ自動車等の

運用に必要な人員が兼務する。 
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 基準数 

    １５２人 

 充足率 

現 有 数 １３２人 
充 足 率 

８６．８％ 

（－２０人） 基 準 数 １５２人 

11 総務要員 

 基準 

消防本部及び署所の庶務の処理等のために必要な人員 

 基準数 

    １３４人（平成２３年４月１日時点） 

 充足率 

現 有 数 １３４人 
充 足 率 １００．０％ 

基 準 数 １３４人 

表４〔人員の現有数と基準数〕 

区    分 現 有 数 基 準 数 充 足 率 

警

防

要

員

消 防 ポ ン プ 自 動 車 ４８４人 ５５２人 ８７．７％

は し ご 自 動 車 ５４人 ６１人 ８８．５％

救 急 自 動 車 ２５８人 ２６４人 ９７．７％

救 助 工 作 車 １２６人 １０７人  １１７．８％

救助隊以外の救助要員 ３人 ３人 １００．０％

指 揮 車 ８０人 ９１人 ８７．９％

通 信 員 ３０人 ３２人 ９３．８％

予 防 要 員 １３２人 １５２人
８６．８％

兼 務 ５０人 ５２人

総 務 要 員 １３４人 １３４人 １００．０％

合  計 １，２５１人 １，３４４人 ９３．１％

※兼務については、消防ポンプ自動車等の運用に必要な人員が兼務している人員。 
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第３ 整備計画 

１ 現状 

本市の現有人員は１，２５１人（定数）、必要な人員は１，３４４人であり、

充足率は９３．１パーセントである。 

消防力の整備は、署所及び消防車両の整備とこれを運用する人員の整備を両

立させていかなければ消防力を強化することはできない。 

２ 人員配置の考え方 

基本的には、消防車両（隊）ごとの人員の基準数に基づき配置することとな

るが、限られた人員を効果的・効率的に配置する必要があることから、署所（中

隊）を単位として、消防車両（隊）ごと配置を人員について調整を図ることと

する。 

表５〔車両別配置人員〕 

車   両 
搭乗 
人員 

配置 
人員 

備   考 

消

防

ポ

ン

プ

自

動

車

水 槽 付 ポ ン プ 車 ５人 ７人 
・化学消防車等が配置されている署所の配置
人員は６人とする。 

化 学 車 ５人 ７人  

ポンプ付救助工作車 ５人 ７人  

ポ ン プ 車 ４人 ６人  

大 型 水 そ う 車 ２人 
６人 

・大型水槽車のみ配置されている署所の配置
人員は４人とする。 

電 源 照 明 車 ２人 

は し ご 自 動 車 ２人 ３人 

救 急 自 動 車 ３人 ５人 ・１台当り５人配置とする。 

救 助 工 作 車 ５人 ７人 

指 揮 車 ３人 ４人  

３ 整備計画 

 救急隊２隊の増強に伴う増員 

前記第２章，第２，２， に記載したとおり救急隊２隊の増強に伴い、当

該救急隊の要員として、平成３２年度までに２０人を増員する。 

 署所新設に伴う増員 

    見沼区片柳地区の署所新設（供用開始）に併せて、当該署所の要員として

４４人を増員する。 

なお、増員にあたっては、消防職員の職務能力を確保するため複数年度に

わたって計画的に増員するよう配慮する必要がある。 
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 ４ 充足率 

区    分 職 員 数 充足率 

現
有
人
員

平成２３年４月１日時点 １，２５１人 ９３．１％ 

２０人増員時点 １，２７１人 ９４．６％ 

４４人増員時点 １，３１５人 ９７．８％ 

基 準 数 １，３４４人  

※現有人員は職員数。 
※充足率は基準数に対する各時点の充足率。 
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社会の進展に伴い、災害は複雑化・多様化へと進化を続けており、消防

に対する市民のニーズも多様化の傾向にある。 

一方、厳しい財政状況から行財政改革が進むなかで、効率的で効果的な

行財政運営を進めることの重要性が一層増してきている。 

こうした消防を取り巻く環境の変化に的確に対応していくためには、本

市の地域特性（実情）の把握は基より、社会情勢や市民のニーズを的確に

捉え、将来を見据えた消防力の充実強化を図るため、今後も調査、研究を

継続し、おおむね５年ごとに本整備計画の検証を行い、より安心・安全な

市民生活の確保を図っていくものとする。 

第５章 今後の課題


